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日本国憲法下において、

主権の実現手段として、裁判権の行使は重要です

1、 主権実現の手段 として裁判権行使の重要性

(1)明 治初期までの日本社会は、裁判で活性化 していました。

初めて司法統計が とられた明治 8年、民事訴訟受理件数は、 32万 50
00件余 りであ りました。当時の日本の人口は 3399万 人です (潮見憲
二郎著 「オンブズマンとは何か」講談社、 275頁 )。 ところが、 2006
年人 口が 1億 2000万 人の現在で、地方裁判所の民事事件の受理件数は
14万 8000件 余 りです (最高裁編、裁判所データーブック2007、
35頁 )。
行政訴訟も「地方官吏を訴ふの文書法廷に婿集 (一時的に群が り集まる

こと)し」 と伊藤博文が根を上げたほどでした (潮見前掲 )。
司法制度の確立に熱心であった江藤新平が明治 7年佐賀の乱で処刑 され、
制度は後ろ向きの改革 とな り、行政訴訟は裁判所で受け付けても、中央政

府の指示を得なければならなくな りました。また、訴訟前の勧解 (調停 )

が奨励されました。それでも、明治 16年 には、民事 24万件、勧解 10
9万件でありました。
江戸時代も民衆 (百姓 )に よる訴訟は 「す さまじい」様相を呈 していま
した。諸国の百姓は、江戸の公事宿に投宿 し、長期にわたる公事訴訟に従

事しました。公事宿は、江戸中期には 200軒 余 りあり、「諸国から草軽踏
み込む馬喰町」 とか 「馬喰町、人の喧嘩で蔵を建て」 とい うほどの繁盛振

りで した (大木雅夫著 「日本人の法観念」東京大学出版会、 195～ 19
6頁 )。

(劾 戦後 日本は訴訟回避国 といわれています。

裁判官の戦争責任が問われず、明治中期以降の訴訟回避政策が続いて、

戦後 日本は訴訟回避国 といわれています。



民事裁判では、 ドイツの 16分 の 1(人 口比に直す と24分 の 1)です
(ク リスチャン・ヴォルシュレーガー著 (佐藤訳)「民事訴訟の比較歴史分

析」大阪市立大学法学雑誌 48巻 2号 5頁 )。
また行政訴訟は ドイツの年間 51万件 (日 本の人口比に直す と75万件 )
に対 し、日本 2000件 (生 田暉雄著「裁判が日本を変える」日本評論社、
1222頁 )です。
外国に比較 して、このように少ない裁判、特に行政訴訟で、権力のチェ

ックが出来るでしょうか。

13)日 本は、超官僚の社会の国家です。官僚の腐敗に対 し、永続的に、監視・

牽制 。是正する必要があ ります。そのためには選挙権の行使だけでは不十

分です。

日本において、主権者 として主権実現をするとい うことは裁判をすると

いうことでもあるわけです。

ところが、主権実現の手段 としては裁判が必要不可欠であるとい う考え

方が浸透 していないため、多くの人が主権の行使 としては選挙だけだ と思

い込まされていて、選挙だけでは何 ともならない結果、無気力感に陥らさ

れ、不定愁訴に苦 しんでいます。

しかし、主権実現のためには裁判が必要不可欠であると解れば、すべて

は解決 します。

社会がグローバル化すると、好む と好まざるとに関係なく、社会は訴訟

社会化 します。

グローバル化 した時代に政府、為政者の憲法・法律違反の行為を、主権

者は定期の次の選挙まで待つ ことは出来なくな ります。

グローバル化 した時代に、主権者 として裁判による主権の実現は必然の

原理でさえあるのです。

2、 主権実現の 3手段と為政者によるマイン ドコン トロール

(1)日 本において、主権者 としての主権の実現方法 としては、日選挙権の行
使による間接民主制、l_l選挙権を行使 して官僚の行為のチェックや、選ん

だ国会議員が、憲法、法律の規定を裏切つた場合の裁判で牽制することに

よる主権の実現、日ビラ、デモ、座 り込み、文書、イ ンターネ ッ ト等によ



る直接民主主義的主権の行使があります。

(2)マインドコン トロール

ところが、為政者は、主権の行使方法を日の選挙権の行使に限るよう、
マイン ドコン トロール します。その上、選挙権の行使も非常に不十分なも

のにします。例えば、利権のからみがあって正当に選挙権を行使 しないこ

と、小選挙区制等の不当選挙、日本国籍のない定住者の選挙権を認めない

こと、個別訪間の禁止、ビラの数等の制限、既成政党の優遇等の選挙方法

の制限、地域による一票の格差等、選挙権の行使を非常に制限的に規制 し、

真の主権の実現を困難にしているのです。国の裁判闘争は、容易に諸国民

が連帯 して行使することが出来るので、その連帯を阻止 しようとして、裁

判が主権の実現のための制度ではない とし、裁判は 「紛争の解決」である

ことを強調 して、主権の実現 とは切 り離 し、日の直接民主主義的主権行使
の手段については、表現の自由の問題、思想、信条の自由の問題 として (当

然にそのような自由の問題ではあるが )、 本質的には主権の実現方法である

ことを隠蔽する種々のマイン ドコン トロールをかけられ、われわれは、こ

のマイン ドコン トロールに支配され、主権の実現を妨げられてきました。

侶)主 権実現の方法 としての裁判 (特に行政裁判)闘争
本来、選挙権を行使 して、国会議員等を選出するだけでは、主権を本当

に行使 したとはいえません。

選出された国会議員等が憲法を尊重擁護せず (憲法 99条 )、 違憲の法律
を作つた り、その他法律の規定を無視 し、国政を信託された者 として、そ
の信託に反す る行為をしたとき、われわれ主権者 としては、国会議員を牽

制 し、本来の職務 を全 うしてもらう必要があります。そのため裁判は必要

不可欠です。

つまり、選挙権の行使 とい う主権の行使 をフォローする方法が当然必要

です。そのフォローの仕方が裁判なのです。選挙権の行使 と、行使 した結

果生まれた国会議員が期待を裏切 り信託関係を壊 した場合に、牽制の裁判

をすることとは、本来、一体 となったものです。そのどちらが欠けても十

分な主権の行使 といえないのです。 さらにいえば、日本では牽制の裁判を

欠いているので、選挙権の行使だけでは意味が無い と思 う人が多く、選挙

の投票率が落ちているのです。



に)本 来選挙 と裁判は一体 となったものです。

このように選挙権の行使 と、その後の牽制の裁判は、主権の実現 として

は本来一体 となっているものです。

ところが、為政者がわれわれにマイ ン ドコン トロールをかけて、選挙権

の行使は、選挙権の行使だけ、裁判は 「紛争の解決」の問題で、デモ等は

表現の自由の問題であるとして、それぞれ分断され、主権の実現 とは別物

とされています。これまでわれわれ主権者は、このマイン ドコン トロール

にうまくひっかかつてきてしまったのです。

このようなマインドコン トロールから、まず、われわれは解放 されなけ

ればな りません。

3、 裁判は楽 しいものです

(1)主権者 としての実感性

裁判を実際にやってみると、どのように 「エラい人」に対 しても、対等

に自分の言いたい意見をぶつけることが出来るのです。 日頃不当だと思つ

ていること、こうあるべきだ と思つていることを堂々と主張することがで

きるのです。それを経験すると、自分は本当に主権者であると実感するこ

とが出来ます。

そ うす ると裁判ほど面 白いものはないのです。裁判が趣味になったとい

う人も現れてきています。

論語にはこんな有名な言があります。「これを知る者は、これを好む者に

如かず。これを好む者は、これを楽しむ者に如かず。 (理解することは、愛

好することの深 さに及ばない。愛好することは、楽 しむことの境地の深さ

に及ばない。)」 薙也篇です。

主権行使の手段 としての裁判の一大特色は、裁判をやってみると非常に

楽 しい とい うことです。楽 しみなが ら主権の行使も出来る。なん と素晴ら

しいことではないでしょうか。

9)手 続は簡便です。



① 主権者 1人 の選挙権の行使の効果は、有権者分の 1に過ぎませんが、
それの累積効果が選挙の醍醐味です。裁判の場合は、主権者 1人であっ
ても、はるかに個性的で強力な効果が発揮できます。本質的に人数では

なく、証拠で決まるのです。

② 手続的にも簡便です。訴状や準備書面 とい ういかめしい名前がついて
いて、非常にむずか しそ うに見えますが、本質は簡単です。本屋 さんに

書式集が売 られてお り、これを見習えば良いのです。何 よりも、裁判所

職員も、主権者の信託によるものであ り、国家公務員で、主権者のため

に公務に就いているのです。解 らないことは、どんどん裁判所職員に聞

けば良いのです。

日本では非常に書類の形式を重視 します。 しかし、本来、書類は主権

者の真意を確かめるためのものです。

ドイツの行政訴訟は、市民が行政への苦情をファックスや葉書のなぐ

り書きで申し立てても成立 し、日本の数百倍 となっています (関 口博之

著 「よくなる ドイツ、悪くなる日本②」地湧社、 112頁 )。 このように

裁判は必ず しも形式を必要とするものではないのです。

申立の書類の形式は裁判に本質的なものではなく、 日本の為政者が出

来るだけ裁判 を権威づけ、裁判を起こしにくくするためのものなのです。
主権者はそれに惑わされることなく、公僕である裁判所職員等を十分に

使いこなし、解 らないことは職員にとことん聞きただ して、公務員であ

る裁判所職員 を本来の公務員 として利用することが必要です。

③ 費用も多 くはかか りません。
行政行為の取消 とその違法確認で、訴額算定不可能 とい う専門的用語
に該当し、印紙代は 1万 3000円 位です。それに損害賠償は原告が多
い場合、例えば原告が 1000名 の場合、 1人 当た りの損害請求額は 1
000円 として、 トータルで 100万 円位要求することにすれば、この
印紙代が 1万 円位です。合計で 3万 円弱です。それに若干の郵券代です。
訴訟費用の大半は、弁護士に支払 う弁護料ですが、本人訴訟にして、

弁護料を払わなくても良い方法を選択 します。

侶)反 応の即時性 。現実性

裁判は原告の訴状による訴えと、これに対する被告の答弁書による答弁
から成 り立ちます。原告、被告は、自分の主張を準備書面で主張 し、証拠



を出 して立証 します。

原告 としては、訴状に対する相手方の答弁書でその反応が大よそ解 りま

す。 さらに準備書面の応酬で、自分の主張の正しさは解 ります。

このように、自分と相手の主張をぶつけあい、その主張の正 しさを明ら

かにしてい くシステムは裁判をおいて他にはありません。

それを主権の行使 とい う主権者 としての立場でするのですから、これほ

ど痛快な事は他には無い といってもよいのです。

四 多数回可能性

選挙権の行使は、決められた時に、決められた方法でしか行使できませ

ん。

しかし、裁判はそのような制限はあ りません。同一内容の同一相手にす

る裁判は一回限 りですが、内容を変えれば同一相手に対 しても何度でも出

来ます。

原告 としての主張が正当である限 り、相手方が反訴を起こしても、敗訴

するのは相手方です。

このように基本的に時期に拘束されず (行政処分 との関係で出訴期間の

制限があ ります )、 何度でも提訴できることが、主権の行使の手段 としての

裁判の素晴 らしいところです。

(鋤  努力比例性

訴状の構成、準備書面の内容、証拠の収集は、すべて原告である主権者

としてのわたしたちの努力にかかっています。

そこで裁判を起こそ うとする場合は、 日ごろか らニュースに注意 し、丹

念に資料 を収集する努力が必要です。

裁判の充実は、このような努力 と正比例であるといっても良いでしょう。

このような努力のために、毎 日が充実 した日にな ります。主権者 として

自覚 し、充実 した日を送ることが出来るのも、主権の行使の手段 としての

裁判の提起を常に考えているからに他な りません。

G)人 間的成長の自覚性

以上のように、 日々の努力の積み重ねは、人間的成長を急速にもた らし



ます。

訴状や準備書面を書くことは、他人に良く理解できる文章を書くには、
どうすれば良いかということを考えることでもあります。何通かの訴状や
準備書面を書けば、文章力は格段に上達します。
主権者として、現実社会の情勢に注意を及ばし、資料を収集し、文章力
をつけることで、人間的成長を自覚できるのです。

(η  官と民の関係がタテ型からヨコ型モー ドに変わる。
行政裁判をすることで、「お上と民衆」のタテ型の関係であった官僚と主
権者との関係が、対等なヨコ型の関係に変わります。

4、 なぜ 日本の為政者は、日本の戦後裁判を「ヒラメ」裁判官による特殊な裁
判所に したか

(1)戦争は、自国民に甚大な被害をもたらすだけでなく、現在の国際慣習で
は、他国の被害人民にも賠償の責任があ ります。
ところが日本は、国内的に戦争責任を明らかにせず、沖縄を 1972年
の祖国復帰後 も「軍事植民地」同然の状態において、国内的に戦争責任、
戦後補償を履行 しません。当然裁判にな りますが、そのとき裁判が、裁判
官の良心 と法によって結論が出ては、為政者は困ります。
そこで、為政者や最高裁の方ばか りを気にして 「国策裁判」をする 「ヒ
ラメ」裁判官を養成 して、この種裁判に対応 しているのです (「 ヒラメ」裁
判官については、生田暉雄著 「裁判が 日本を変える」 日本評論社、 99頁
から 117頁 参照 )。

9)こ れに反 し、ドイッでは、社会全般に戦争責任をいきわたらせています。
ドイツの歴史教科書ではナチスが権力 を掌握 した過程や、原因、戦争の歴
史を詳 しく取 り上げ、 ドィッ人が加害者だった歴史を強調 し、二度 とナチ
ス国家が出現 しないよう努力をしています。 ドィッ政府はナチスの犯罪を
受けた人々に対 し、1952年 から50年間で 604億 6400ユ ーロ (約
9兆 669億 円)を支払い、経済的な支援を通 じて謝罪 しようとしていま
す (熊谷徹著 「ドイッは過去 とどう向き合ってきたか」高文研出版 )。



真実を実現する裁判がされない理由

目次

第 1、 最高裁による裁判官統制の必要性

第 2、 最高裁は犯罪国家機関である

第 3、 最高裁は自己の犯罪行為を他の国家機関から、そしられないよう他の国

家機関の違法行為を違法行為とは一切言わない

第 4、 他の国家機関との闇の密約を守るため、更なる犯罪を重ねる最高裁

第 5、 違憲・違法な裁判官の独立を侵害する制度は即刻廃止するべきである

第 1、  最高裁による裁判官統制の必要性

裁判官は独立が保障されている (憲 76条 3項)に反する統制の必要性

1、 安保体制 (1951年 9月 8日 サンフランシスコ条約
アンポ条約     )と

憲法体制 (1946年 11月 3日 公布、1947年 5月 3日 施行)の
矛盾

砂川判決 1959年 3月 30日 (伊達判決)
1959年 12月 16日 (最高裁判決 )

2、 官僚主導、業界協調による規格大量生産の近代工業社会体制

行政事件特例法の制定 1948年
GHQ内 のG2と 民生局対立、G2の勝利による行政事件訴訟の確
立

訴訟要件 (訴の利益、処分性、原告適格)で門前払い

・ ドイツ 51万件、日本 2千件 (勝訴 1割 )

3、 業界の協調維持に対する政治的裁判





公務員の個人責任ナシの最高裁判例維持

憲法 17条違反、国家賠償法も個人責任を禁じていない
(特別予算、公務員の天下り)

この判例の広範囲に及ぼす影響力は強大

5、 日米合同委員会による効力を浸透させる

日米地位協定 25条 により設置された委員会
米国の要求を日本に飲ます委員会

第 2、 最高裁は犯罪国家機関である

(1)

田中耕太郎の犯罪

1 最高裁第 2代長官の田中耕太郎は、砂川事件最高裁判判決に当っ
て、実質的な裁判の相手方でアメリカ駐日大使と度々密会し、最高

裁判決のあらゆる事情を密告する国家公務員違反 (信用失墜行為

違反 99条、守秘義務違反 100条 、109条 、1年以下の懲役又
は 50万 円以下の罰金)背任罪 (刑法 247条 、5年以下の懲役刑 )
を犯しているが、田中の犯行については未処分のままである。

最高裁はその後、裁判官全員を田中耕太郎と同罪に巻き込み、さ

らには第 2、 第 3の砂川事件が発生しないように、裁判官をヒラメ

化し、最高裁がウラ金を確保して、最高裁の正当化の宣伝費用に使

い、最高裁の不正隠匿に使っている。

(2)そ のため、最高裁は憲法施行 (1947年 5月 3日 )以来裁判官
の給料に関して、会計検査院の検査を受けることが出来ず、受けて

いない。

また裁判官の給料に関する公文書公開請求 (その訴訟にも)に も

応じられない。

2、 ヒラメ裁判官作りの犯罪



(1)裁 判官の報酬1等に関する法律 (昭和 23年 7月 1日 の法律第 75
号)の悪用。
「裁判官の受ける報酬|の号、報酬月額は最高裁が これを定める」(第

1～ 3条 )。

(2)4号 から3号に上がる、年月日、要件を定めず最高裁の裁量とし、
最高裁の意のままに運用している。

(3) 最高裁は、一存で決められる裁判官報 elllの号の 3号以上に該当す
る裁判官、つまり、裁判官任官の 21年月に相当する裁判官につい
て、最高裁の意向に積極的協力の度合いに応じて決める制度をとっ

た。つまり、裁判官の報酬に関する法律の悪用である。

(4) 裁判官任官以来 20年を経て、 21年 目に当たる4号の裁判官の
うち、約 3分の 1(21年 目の裁判官が 90人居るとしてそのうち
の30人 )を最初の21年 目に3号に上げる。22年目に次の30
人を3号に上げる。残りの30人のうち、 3年ないし10年以内に
順次上げ、 5人程は終生 3号にはせず4号のままとする。

(5)裁 判官の報elll号 2号、 1号 についても、それぞれ、 2年後毎に、
4号から3号に上げると同様の方法を取って 2号、 1号に上げる。
つまり、最高裁に最も積極的協力の裁判官が 1号の裁判官にな

り、地家裁の所長になり、そして全国 8か所の高等裁判所長官、さ

らには最高裁判事になるという仕組みである。

(6) なお、裁判官報酬13号以上でなければ裁判長になれない。

裁判官の裁判所内の会合等の座席の着席順位は、裁判官報酬1号の

1号からの順位とすることで、だれが、何号かほぼ暗黙のもとに相
互に解る.

このように、最高裁は、全て最高裁が決することのできる裁判官

の報 elllに ついて、3号以上を恣意的に、最高裁に対する積極的協力
の度合いに応じて決める悪しき運用をするのである。

本来、「裁判官の報elll等に関する法律」に 「裁判官の受ける報 bllllの

号は最高裁がこれを定める」とあるのは、恣意的運用を許すためな

(7)



のではない。3号に必要な要件があるのであれば、その要件を明文

化して規定して公知し、それに該当する 4号者を 3号に上げると

規定すべきであり、その基準を裁判官に公評すべきである。

しかし、そのような公正な手段を取ったのでは、裁判官を最高裁

の統制に服従させることが出来ない。そのため、3号該当者基準を

明らかにせず、裁判官が最高裁の顔色を窺うような仕組みにした

のである。

(8) 3号 以上でなければ裁判長になれないことや、裁判所内における会
合の座席順位から暗黙裏に裁判所内部に裁判官の号報を知らしめ、

最高裁の好意度を解 らしめるのである。

このようにして最高裁は主権者である国民に知れずに、裁判官

を統制しているのである。

(9) ヒラメ裁判官作 りは、横領罪、背任罪である。

3、 最高裁によるウラ金作りの犯罪

(1)最 高裁は、虚偽公文書作成罪、同行使罪、詐欺罪、背任罪である
ウラ金作りを約 50年間以上してきた。

(2)先 に3号該当の裁判官を21年 目に上げる方法を述べた。
3号対象裁判官のうち最初の年度にはその 3分の1を上げると
した。

しかし、最高裁の3号該当裁判官用の予算の獲得は全員分を獲

得し、その内3分の1しかその年度には上げない。従って獲得した

予算の 3分の2がウラ金として最高裁に残る。

2号、 1号も同様に3分の2が毎年残る。
最高裁は毎年 3号、2号、1号問題があるので毎年獲得した予算
の3分の2が残り、莫大なウラ金が最高裁に残ることになる。

(3)最 高裁は、莫大なウラ金を得るのが、このウラ金は必要経費でも
ある。

裁判官報酬号の 3号以上の恣意的、違法運用による裁判官を最



高裁の意向に服従させる裁判官統制方法において、ウラ金は必要

不可欠の必要経費である。

なぜなら、当然、裁判官に公知の方法を取るべき 3号の要件を公

知せず、最高裁に対する服従の程度で決するという、最高裁の恣意

的違法運用は、いずれ国民 (主権者)に 明らかになり、最高裁によ

る裁判官の統制という大問題に発生する。

この大問題の発生を阻止するためには、まず第 1に、司法制度の

研究者、学者に対し、研究課題と法外な報酬|を与えることにより、

異議を述べさせないようにする研究者、学者の丸抱えの費用が必

要である。

次に裁半J所内部の事情を知る可能性のある裁判官、職員の懐柔

の費用が必要である。

海外留学、海外視察費等々である。

当然、解ってもいいような裁判官 3号報 elllについて、研究者、学

者の研究結果が一切無いことを国民は不思議と思う感性が必要で

ある。

1960年 代から約 50年以上経た現在まで、裁判官の独立に
関する具体的、詳細な研究が皆無に等しいこと自体異常であり、反

面として、最高裁による研究者の丸抱えが効を奏している結果で

もある。                 .

第 3、 最高裁は、事故の犯罪行為を他の国家機関からそしられないよう、他の国

家機関の違法行為を一切違法とは判断しない

1、 最高裁は他の国家機関のミスを裁判をする資格がない。

最高裁は、安保、金融関係訴訟、医療過誤訴訟、公務員の国家賠

償訴訟、原発関係訴訟等について、原告の国民側の勝訴は認めない。

それはヒラメ裁判官による裁判だけが原因ではない。

ヒラメ裁判官をつくるため、3号の要件を公表せずに、最高裁の

顔色をうかがわせる違法運用をし、3号、2号、1号の虚偽公文書

作成、同行使罪、詐欺罪、背任罪、横領罪による運用でウラ金作 り



2、

をし、それだけでも、他の国家機関の違法行為を裁判する資格がな

いのに、3号問題、ウラ金の違法行為のため、会計検査院の検査を

受けられず、さらには、情報公開法の適用も無く、他の国家機関と

同等な資格を有する国家機関とは言い難い国家機関である。

つまり、最高裁は、他の国家機関とくらべると、まともな国家機

関とは言い難い、半人前の国家機関である。

その最高裁が、他の国家機関の違法行為を違法であると裁判を

する資格は無い。

そのことが、裁判において、安保や、金融行政の違法を指摘した

り、医療行政の違法を指摘したり、公務員の違法や原発の違法を指

摘出来ない真の原因であり、事件の真の背景事情でもある。

憲法発布以来 70年間、会計検査を受けられない最高裁

裁判官に対する報酬が予算の通り執行されているか。換言すれ

ば、裁判官の報 blllに 関する規程の通り、報Elll票 に従った支給がされ

ているかは、裁判官予算の執行状況を検査すれば簡単に解ること

である。

筆者は、平成 21年 7月 16日 、会計検査院に対し、「最高裁判
所の行った裁判官の報酬、しょうきゅう、昇格、諸手当の対裁判官

予算の実施状況の適正に関する会計検査の実施状況について」行

政文書開示請求を請求した。

これに対する会計検査院事務総長の 210普 通 463号 平成 2
1年 7月 31日 付の回答では、開示請求に係る行政文書を取得し
ておらず、保有していないため「行政文書不開示決定通知書」を送

るというものであった。

筆者の電話による更なる追及に対し、係官は、会計検査院は、日

本国憲法発布以来裁判官の予算に対する執行状況の検査はしたこ

とが無い。

という返事であった。

そこで、その返事の内容を書面でするよう要求したところ、電話

でなら答えられるが、書面の返答はできないというものであった。

会計検査院は、当然すべき、最高裁による裁判官の報酬に関する



会計検査を 70年近くしていないのである。
それはなぜなのか。

会計検査院が裁判官の報酬の会計検査をしない見送りとして、

最高裁は、公務員の違法行為に対する国家賠償請求訴訟等、官僚の

違法行為の裁判において、官僚の違法行為を容易に認めないよう

にする。

このような裏取引が明示もしくは黙示にされているからである。

3、  最高裁と他の国家機関との闇取引

最高裁は、最高裁による裁判官統制による不正、違法行為を知っ

ている会計検査院や各行政庁に、不正、違法行為を黙認してもらう

見返 りとして、各行政庁の不正や公務員の違法行為を裁判上認め

ない裁判をするのである。

これが、金融、医療過誤、公務員の国家賠償責任、アメリカと関

係する訴訟、原発関係訴訟等を主権者が起こしても勝訴しない理

由である。

これでは、裁判所は、真の裁判所ではない。

最高裁は、裁判所の名をかたる、違法官庁でもあるのである。ま

ともな国家機関でさえないのである。

最高裁がまともな国家機関でない理由は会計検査院の検査を受

けていないだけではない。最高裁には情報公開法の適用さえない

のである。

最高裁は裁判官報 elllの運用状況についての公文書公開にも応じ

られないのである。

これでは、最高裁はまともな国家機関とさえいえない国家機関

である。

まして、他の国家機関のミスを裁判する資格が最高裁には無い。

このことが、裁判において、安保、公務員の違法行為の裁判 。金融

機関の裁判・医療ミスの裁判 。自衛隊の騒音防止の裁判 。原発の裁

判等において、極めて形式的な裁判で終始し、原告敗訴になる真の



原因である。

現象的にはヒラメ裁半J官 による超形式的な裁判で終始すること

になるが、ヒラメ裁判官の背後には他の国家機関のミスを裁判す

ることが出来ない最高裁が居るからである。

ヒラメ裁判官の裁判は、最高裁の意向の代弁をしているのであ

るのである。

第 4、 他の国家機関との闇の密約を守るため、さらなる犯罪を重ねる最高裁

1、  最高裁は、事故の犯罪のため他の国家機関の違法行為を裁けない。他
の国家機関の違法行為を違法行為という裁判官が出ないように、行政

裁判に二重三重の監視が必要である。

(1)ま ず第一に、行政裁判に行政庁を負けさせない裁判をする必要か
ら判検交流をして、裁判官を行政庁を代弁する立場に立たせる。

(2)第 二には、それでも行政庁が負けそうになる裁判があれば、担当
裁判官を急速入れ替える。そのため、裁判の成り行きを知る必要か

ら裁判進行の実際を書記官から報告させる報告事件である。

(3)判 検交流、報告事件は、裁判官の独立を侵害し、裁判とは言えな
い裁判をしている憲法違反の裁判所である。

2、  ここまで裁判が裁判では無くなっていることに国民は関心を持ち、最
高裁を糾弾しなければならない。

第 5、 違憲・違法な裁判官の独立を侵害する諸制度は即刻廃止すべきである

1、  違憲・違法な裁判官の独立を侵害するヒラメ裁判官制度 (三・四号問
題 )、 最高裁のウラ金、判検交流、報告制度は、その廃止によってなん

らの弊害が生じるものではない。

即亥」廃止すべきである。



裁判オンブズの必要性

1、 米国コロンビア大学行政法学の泰斗グルホーン教授の 「オンブズマンとそ
の他」副題 「民衆の守護者たち-9ヵ 国の制度」 1966年 刊、によれば、
北欧 4カ 国、ニユージーラン ド、ユーゴスラビア、ポーラン ド、ソヴィエ ト
連邦、米国、イギリスの特色の比較解明されている (潮見憲二郎著 「オンブ
ズマンとは何か」講談社、 30頁 )。

2、 国会、裁判等の国家権力に対するオンブズマンは、第二次世界大戦後に花
開いた。

根拠は、

(1)国連の世界人権宣言、人権セ ミナー
(2 国際人権規約 A、 B及び B規約に付属する「選択議定書」
(3 ヨーロッパの人権委員会、人権裁判所 。オンブズマン
に)統 制国家から福祉国家への流れ
「人民は公権力に従 うべ し」から「公権力の行使は法に従 うべし」ヘ

である。

3、 裁判オンブズの例

スウエーデンの法廷で、裁判長が法廷での録音 とテレビ生中継を規制 した
ことに対するオンブズマンの意見表明 (潮見前掲 52頁 )

スウエーデンの法廷では、メディアの記者 も一般傍聴人も、原則 としてメ
モはもちろん、テープレコーダー録音 も自由。や りとりの実況は別室にも伝
送放映される。

パル メ首相暗殺の容疑者に対するス トックホルム地裁での公判は、 198
9年 6月 5日 か ら 7月 5日 まで行われた。参審員は終身刑 とい う意見だった
が、判事の異議により「無罪」 となった。
高裁での控訴審 (9月 12日 から lo月 9日 まで)で も、無罪 (11月 2
日判決・全員一致 )と なり、釈放 となったが、全国民の関心の高い事件であ



り、スゥェーデン放送はテレビの生放送用の機材を法廷に持ち込んだ。
地裁での審理の第 1日 、検事の論告 と被告に対する反対尋間は生放送され
た。その後、最初の証人 S氏が生放送を忌避。法廷は「…・審理に重大な支障を
生 じるおそれがあるので、 s氏の証言に限 り、放送機材を持ち込んでの録音
は禁止」とい う措置をとった。その後の 20人 の証人も被告も同じく放送を忌
避 したが、今度は録音も生放送も禁 じられなかった。
しかし、被害者 としてパルメ夫人が証言 した ときは、法廷は別室への実況
の伝送を中断したばか りでなく、法廷外への音声の伝送を一切禁止 した。
ス トツクホルム高裁は、審理開始前の 9月 7日 に、被告・被害者 。証人の
陳述について法廷の公式録音以外のすべての録音を禁止すると決定 し、公告
した。にもかかわらず、何人かの証人の陳述については、自ら原貝Jを変更 し
て 「一律禁止」を解除した。
「どうなってぃるのだ」 とぃ ぅ苦情が、国会オンブズマンに殺到 した。市
民、マスコミ関係者、判事などから、生放送はすべきではないとぃぅ意見も、
それを禁止 したのは許せないといぅ意見も。
この問題を取 り上げて調査を行った国会オンブズマン長官クラース・ェク
ルンド判事が示 した見解は、次のようなものだった。

裁判の 「公開」は重要な憲法原則であって、個人による録音も法廷の審理
の目的達成を妨げない限 り自由である。 しかし、証人の陳述への心理的圧迫
となって法廷の審理の目的達成を妨げるような録音の方法や録音の自由は、
それを制限することが裁判長の法廷指揮権限の中に含まれる。その場合 「録
音」 とは、後で見聞きするためのテープ録音 。録画であろうと、生放送のた
めの電子的収録であろうと、差異はない。問題は 「何に」収録するかではな
い。「何のために」つまり、法廷での審理が正 しく行われるために制限が必要
か否かを判断の基準 とすべきだ。その視点から吟味 した結果、今回、録音の
自由を制限した裁判所の措置に非難すべき点は見当たらなかった。
ただ し、高裁が録音を事前に一律禁止 と決めた、その決定には問題がある。
手続法第 36章第 9条 により、証人は、通常、 自分の証言を終わったあとで
なければ、反対証人の陳述を聞いてはならない。それに左右 されないためだ。
従って、証人に 「事前に」他の証言を一語一語生放送で聞かれては困るとい
う配慮は理解できる。

しか し、法の条文を類推によって拡張解釈することは慎むべきである。そ
の配慮ゆえに憲法が定める裁判の公開の原則を制限するには根拠が弱い。制



限を容認する法の明文がないのに、高裁が、審理が始まる前から、証人の意
向も聞かずに、禁止、しかも、断定的・包括的に禁止 と決めたのは不当であ
つた。場合によっては、たとぇ傍聴人には禁止しても、原告・被告や弁護人
には録音 。録画を自由に認めるべき場合もあるはずだか ら。現に、状況に応
じて禁止を緩めた。むしろ、そのように、原則公開とし、やむをえない事由
がある場合に限つて制限が許 されると心得るべきだ。
さらに、手続法第 5章第 9条 の規定のしかた「音の収録の禁止もあり得る」
とい う表現は不十分だ。ラジオ・テレビの生中継放送の扱いの説明が十分で
はない。今回だけではなく、以前からの問題なのだが、一般市民に知っても
らうとい う憲法原則 と、法廷の審理を万全にとい う要求 とのあいだの折 り合
いを、どこでどうっけるべきか、もっと踏み込んだ規定のしかたが必要だろ
う。最近、法務省で条文の見直 し作業を始めたと聞いているし、私はこの判
定の写 しを参考のため法務省にも回付するっもりである (1992年 度報告
書 )。

4、 裁判官は、絶対的な権力を行使するため、尊大になり勝ちである。
日本の裁判のように、陪審制等で市民が裁判に参カロせず、官僚裁判官だけ
の裁判の場合、特に尊大になる。

諸外国では陪審制、参審制であっても、オンブズの監視があるのである。
特に 日本の最高裁は、任命後初めての衆議院議員総選挙及びその後 10年
を経過 した同選挙の時に国民審査を受ける以外に、国民の監視を受けること
が無いので、裁判オンブズの必要性が高い。

5、 裁判オンブズを強く提唱する所以である。


